





経済研究所 / Institute of Developing





















































































社会問題である「両極化」がさらに進んだとの不安と不満を感じていた。昨年、李政権支持率は二〇％台前半で低迷を続けた（韓国ギャラップ調査） 。李政権は、 「富裕層や大企業を優遇し、庶民の暮らしや社会的弱者への配慮が足りない」との国民の不満を踏まえ、庶民生活向上のため「中道実用」路線を標榜したり、 「公正なを掲げて格差是正 正義実現を目指したが、国民はそれらを実感できなかった。　
大統領選挙で「新しい政治」を
掲げた安哲秀候補への高い支持は、李政権および既存政治に失望した国民が、 氏に希望を託そうとしたことの表れであった。なかでも「二〇四〇世代」といわれる二〇〜四〇代で安氏 支持は高かった（参考文献①） 。韓国の二〇代は大学授業料と就職、三〇代は結婚、住居、保育、四〇代は子供の教育と老後に大きな不安を抱えているとされる。東亜日報の世代別政治社会意識調査（二〇一一年一一月実施）によ ば、李政権下で過去よりも の透明性と公正性が進んだか、との問いに対して「後退した」との回答は、二〇代五七・九％、三〇 五一・五％、四〇代四一・七％、五〇代
三八・五％であった。また、ハンナラ党（セヌリ党の前身）と民主党の二大政党構造は変わるべきか、との問いには、二〇代七五・九％、三〇代七七 、四〇代七〇・六％、五〇代五八・六％が変わるべきと答えている 『東亜日報』二〇一一年一二月 日付） 。若い年代ほど現状への不満が強いことがうかがえる。　
本来であれば、第一野党の民主
党が李政権への不満の受け皿になるべきであったが、民主党は盧武鉉・元大統領以降、有力な政治リーダーが不在で求心力を欠いていた。李政権への中間評価と る二〇一〇年六月の 一地方選挙では勝利を収めたが、野党有利とされた二〇一二年四月総選挙 は与党に敗北を喫し 大統領選挙の前哨戦として重要な選挙であるにもかかわらず、である。　
そのため、民主党は大統領候補
として文在寅氏を選出した後も、国民的人気を得ていた安哲秀・無所属候補との候補一本化を成 遂げ、その相乗効果によって朴槿恵氏に勝つことを目指した。しかし、候補一本化 めぐる文・安両陣営の駆け引きは旧態依然とした政治を彷彿させ、 「新しい政治」を期待していた安氏支持者を含
め、多くの国民を失望させた。●朴槿恵氏の選挙戦略　
一方、二〇〇七年大統領選挙時



















































槿恵政権がまず取り組むべきは経済成長の実現であることを示している。東亜日報の調査は、次期政権の最優先国政課題として経済成長二八・六％、両極化解消一六・五％、経済民主化一四・一％の順で回答を得た。但し 世代ごとに優先度に温度差があると記事は伝える。例えば、三〇代では両極化解消（一九・九 ）と経済民主化（一九・九％）に対する要求がほかの世代よりも高いが、経済成長（二三・七％）という回答は他の世代より相対的に少ないと う（ 『東亜日報』二〇一三年一月一日付） 。同様の傾向は京郷新聞の調査結果からもみてとれる。最優先
に解決すべき課題は、経済成長三〇・九％、貧富格差・社会両極化解消二六・八％、雇用問題一七・一％との結果になったが、経済成長は四〇代（三五・二％） 、五〇代（三一・ ％） 、六〇代以上（三六・九％）で、両極化解消は二〇代（三九・ ） 、 〇代（三二・ ％）で回答率が高かったという（ 『京郷新聞』二 一三年一月一日付） 。　
これら調査結果および前述した
李政権への不満や「安哲秀旋風」からうかがい知れるのは、二〇代や三〇代が「両極化」といわれる格差社会のな で疎外感を抱いており、社会的公正さをより強く求めているということである。五〇代以上が、一九六 〜七〇 代の高度経済成長期に急拡大する経済的パイから恩恵を受けたのに対し、二〇、三〇代は社会へ 進出が一九九〇年 末の経済危機（韓国では「ＩＭＦ危機」と呼ばれる）と重なり、厳しい社会 状況のなか 生活に不安を抱え続けていることが背景にある。●「第二の漢江の奇跡」 を目指す　朴槿恵大統領が二月二五日の就
任辞で真っ先に「経済復興」に言及し、 「第二の漢江の奇跡」を実
表 2　大統領選挙主要候補の年代別得票率（％）
第 16 代（2002 年） 第 18 代（2012 年）
李會昌 盧武鉉 朴槿恵 文在寅
20 代 34.9 59.0 33.7 65.8
30 代 34.2 59.3 33.1 66.5
40 代 47.9 48.1 44.1 55.6
50 代 57.9 40.1 62.5 37.4
60 代以上 63.5 34.9 72.3 27.5
（出所） 筆者作成。数字はいずれも出口調査による推計。第 16 代はMBC、
第 18 代は主要放送 3社による調査結果を利用。
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を踏まえた対北朝鮮政策構想をいち早くアメリカ外交誌『フォーリン・アフェ ーズ』二〇一一年九、一〇月号に発表した。そこでは、 「信頼外交」と「均衡政策」というキーワードを用い、南北間の信頼構築、安保と交流協力の均衡、南北対話と国際協調の均衡を唱えた（参考文献⑤） 。二〇一二年二月には、この構想を敷衍する形で、朴政権 対北朝鮮政策となる「朝鮮半島信頼プロセス」について語った。 「北朝鮮核問題の解決は結局、 『北朝鮮問題』さらには北東アジアの平和問題と関連している点を念頭に置きアプローチすべき」としたうえで、⑴既存の南北間合意を互いに守る、⑵人道的支援や互恵的交流事業は政治状況とは関係なく続ける、⑶南北の信頼関係が進めば他国の参加も含めたより多様な経済協力事業 実施する、とのプロセスを提示したのである（参考文献③） 。大統領
「第二の漢江の奇跡」目指す朴 槿恵政権 ─ 大統領選の総括と直面する課題 ─
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選の最終公約集には、 「信頼が積み重なり非核化が進めば」という前提条件を付けつつも、南北経済共同体を目指して「ビジョン・コリア・プロジェクト」を稼働する、南北経済協力と社会文 交流の発展・制度化のためソウルと平壌に「南北交流協力事務所」を設置する、開城工団の国際化や地下資源共同開発を推進する、といった案も盛り込んだ（参考文献④） 。　
しかし、昨年末の北朝鮮長距離








































信頼プロセス」 〇 二年核セキュリティ・サミット開催記念学術会議基調演説（二〇 年二月二八日、韓国語） 。
④『第一八代大統領選挙セヌリ党政
策公約』 （二〇一二年一二月、韓国語） 。
⑤
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